Mechanism of capital accumulation at the depression (part 1) by 星野 富一
不況期の資本蓄積機構（上）
星野富一
序
( 1 ）景気循環の三局面の中で不況期は，好況期や恐慌期に関する考察に比べ
その理論的注目度がこれまで遥かに低かったことは否めない。恐慌期は，時間
の長さで見れば最も短いにもかかわらず，好況期における繁栄状態が一変して，
利子率の急騰に伴う貨幣・金融恐慌の発生，投機活動の崩壊や製品価格の暴落，
企業や銀行の倒産，その後の資本の価値破壊や失業者の大量発生，貨幣賃金率
の引き下げといった状態へ急転する点で，資本主義経済の運動が持つ動態的特
徴を最も良く示しているO こうした運動への実践的且つ知的な関心の故であろ
うか，経済学者からは勿論のこと，一般の人々からも恐慌期は強L、関心の的と
なったと思われるO また，恐慌現象がもはや一般的には見られない現代でさえ，
理論的にはその発生の根拠がなおこれまで十分に解明されて来たとは言えない
上に，現代資本主義体制下ではなぜそれが一般的には発生しないのかを分析す
る理論的基準を得る上からも，依然として恐慌期の分析が，重要課題の 1つと
なっている。さらに今日では，経済のグローバル化の進展や市場原理主義の影
響が強まるのと符節を合わせるかのように，世界的に金融危機や経済危機が頻
発しており，恐慌現象への人々の関心度が高まっていると言って過言ではなL、。
他方，好況期は，その繁栄をもたらすメカニズ、ムへの関心もさることながら，
それがなぜ知何にして恐慌へと一変するのかを探るという課題とも密接に関連
しており，その点でも好況期は，恐慌期と共に依然として興味の尽きない課題
であり続けてきた。
好況期や恐慌期に対するこのような高い関心度に比較すると，不況期への関
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心度は，経済学者の間でさえ概して低かったと言えるだろう。その理由の 1つ
は恐らく，恐慌の勃発が社会主義革命の契機になるという，初期マルクスの経
済学研究に強烈に見られた革命主義的発想や崩壊論1が，その後のマルクス経
済学の研究にも直接，間接に影響を与えていたことは否めなL1。そうした発想
に立つ限り，景気循環における自律的な機構の一部として不況期を考察するこ
とは，それほど意味のある作業とは見なされなL、からである。また，好況期か
ら恐慌期は，「資本主義に内在する矛盾が拡大ないし累積し，ついには爆発す
る時期」としてその分析がことのほか重視されるのに対して，不況期は，恐慌
期においてその矛盾が一時的にもせよ，解消された後での社会的再生産過程の
単なる沈滞期に過ぎず，その時期に固有の分析課題があるとは認識されていな
かったという理由も無視できないであろう 20
とはいえマルクス自身も，その経済学研究を格段に深化させた「資本論J段
階では，多かれ少なかれ不況期に関しても，かなり掘り下げた考察を加えるよ
うになったことは言うまでもなL、。「資本の絶対的過剰生産」を説く現行版
『資本論」第3巻第3編第15章ではマルクスは，恐慌期やその後の不況期に該
当すると解釈しうる時期における資本家間の激しい利害の「衝突」に言及して
いただけでなく，その「衝突が再び解消して，資本主義的生産のく健全な〉運
動に対応する諸関係が回復する」とも述べている。しかも，その回復に必要な
諸条件として，資本の遊休化や生産手段の価値破壊・価値減価，貨幣賃金の下
落，あるいは生産方法の改善による商品の個別的価値の社会的価値以下への引
1 これについてはやや以前の研究になるが，既に大内秀明氏が，「恐慌論と崩壊論の癒着」
は「〈初期マルクス〉によりいちじるしい」とし，それはまた「エンゲルスの影響の強
かった当時の恐慌把握の理論的欠陥の所産ともいえる」と指摘している（大内［1966],
32頁）。
2 中村泰治氏はこれまで不況過程の考察が「やや軽視されてきた」とし，その理由とし
て，①マルクスは，恐慌を生産力と生産関係の矛盾に求め，そこから生産関係の変革を
求めていたため，恐慌に比べ不況期への言及は著しく少なくなったこと，②一般に好況
から恐慌は不均衡の累積的過程だとすれば，不況期は不均衡の解消過程であり，恐慌の
論理さえ確定出来れば，「不況はその逆の論理で説きうる面があると考えられる」こと，
の2点を挙げるが，適切な指摘であろう（中村［1989],44頁）。
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き下げなどの諸契機に言及している 3。また第1巻第7編第23章では，賃金上
昇による利潤の減少によって資本蓄積が停滞ないし減少すると，「資本と搾取
されうる労働力との聞の不均衡が消滅する。」「労働価格は，再び資本の価値増
殖欲望に適応する水準まで低落する」4と述べ，さらに第2巻第2編第9章では，
固定資本の回転に関連して，「恐慌（「とその後の不況期」と言うべき一一引用
者）はつねに一大新投資の出発点をなす」5との指摘も行っているのである。
確かに，それらは不況期の考察にとって示唆に富む指摘ではあるが，膨大な
未完の草稿のままにマルクスの経済学研究が終わってしまったことに加えて，
そもそも「資本論」の主たる課題が資本主義経済の構造分析として設定されて
おり，動態分析はその圏外に置かれざるを得なかったこととも相侠って，考察
がどうしても断片的なものとなるのはやむを得なかったのである。そして，こ
れが第2次世界大戦前までのマルクス経済学における恐慌・景気循環論研究の
一応の到達点を示すものでもあった。
これに対して第2次大戦後には宇野氏が，その主著の一つ『恐慌論』で不況
期に関しても掘り下げた体系的考察を行っていた点がまず注目される。とりわ
け，同氏の不況期論が今日でも重要な業績と目されるのは，先の『資本論』第
1巻第7編資本蓄積論，同第2巻第2編「資本の回転」論，第3巻第3編第15
章資本過剰論などに依拠しつつ，不況末期における「固定資本の一般的更新」
を，不況局面から好況局面への移行にとっての重要な内生的契機として論証し
た点であろう。にもかかわらず，宇野『恐慌論』登場以後も長い間，基本的に
不況期論は，一部の先駆的研究は別としてヘ依然として日の当たらない領域
であり続けた点は，戦前の場合とそれほど大差なかった。しかし長い空白期間
3 Marx [ 1973 c], Bd.111, S. 262-5，⑦411-6頁。
4 Marx [1973a], Bd.I, S. 648，③201頁。
5 Marx [ l 973b], Bd.II, S.186，③300頁。
6 宇野『恐慌論』以降，吉富勝氏（［1961］）や馬場宏二氏（［1973], [1978］）の不況期論
が注目される点で－ある。特に馬場氏の2論文は，「不況期の底入れ」に関する議論を中心にし
て，今日でも宇野以後の不況期論研究のスタンダードとなっている。
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を経て昨今漸く不況期論が，景気循環論研究の焦点のひとつになってきたので
ある 10 特に90年代半ばに入ってからその傾向が強まったことは，平成大不況
の原因への関心の高まりとも相呼応する面が少なからずあるのであろう。
( 2）それでは不況期論で，今後掘り下げられるべき課題には，いかなるもの
があるだろうか。これまでの研究を踏まえつつ重要と思われるものを，以下，
列挙してみよう。
まず第1に，恐慌勃発後における社会的再生産過程の撹乱がやがて沈静化し，
恐慌が終息するに至る条件は一体何かということであるO そもそも、恐慌が沈
静化しない限り、不況期を経て回復へと至る条件も形成されようがなし 1からで
ある。
第2に，恐慌が沈静化したからといって，直ちにそれが回復局面へと円滑に
は移行せず，その後も不況期の停滞が一定期間継続せざるを得ないのが通常で
あるが，その理由は何かということである。こうした不況期における社会的再
生産過程の停滞の根本原因を解明することは，不況期論における最も重要な課
題のーっと言うべきであろう。
第3に，以上の課題とも密接に関連する問題であろうが，不況期の実質賃金
率と利潤率はどのように推移するのかということであるO 不況期の物価下落と
相侠って貨幣賃金率も低下することは明らかだが，実質賃金率は貨幣賃金率と
同じ方向をたどり低下していくのか，それともそれとは逆行する傾向があるの
だろうか。また，この時期の労働者の生活水準が~）かなる状況におかれるのか
を解明することも課題のーっとして挙げておきたL、。
第4に，不況期における信用の動向を明らかにするという課題も挙げられるO
不況期は超金融緩慢の状態や利子率の低位が続くにもかかわらず，信用は景気
回復のための積極的役割を果たすことはできないと考えられている。もしそう
7 不‘況期論のテーマと密接に関連する最近の文献だけに限っても，置塩［1987a］，中村［1989],
小幡（1992］，天野［1992］，海野（1993］，長島 (1994］，田中（1995］などが挙げられる。なお
富塚・吉原［1997],[1998］では上・下巻を通じて多数の景気循環論研究者を動員しその理論
研究に多くの紙数を割きながら，不況期論を主要な考察対象とする論考は少ない。
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だとすれば，その理由は一体何だろうか。この時期の利潤率と利子率の関係や，
利子率と物価の関係にも考察を進める必要があろう。
第5に，不況期から好況期への移行の内生的要因を解明するという課題があ
る。この課題については，不況末期の「固定資本の一般的更新」に関する宇野
氏の論証により，既に解決済みだと見なされているかもしれないらしかし，
同氏のいわゆる不況末期の「固定資本の一般的更新」については，その「一般
的」であることの意味をもう少し掘り下げて検討される必要がある。さらに，
不況末期の固定資本の一般的更新を，シュンベーターのイノベーション論とも
対比しつつ検討しておくことは，興味深い課題のーっといってよいであろう。
以下では，こうした不況期の諸課題に検討を進めて行こう。
一恐慌終息の条件
既に前稿で考察したように，好況期における投資の急速な拡大に伴い深刻な
労働力制約が発生すると，利潤率は頭打ちないしは低下傾向を生じざるを得な
~ 、。他方で好況期には，信用創造を最大限に活用して投資の拡大が進められる
結果，資金需給も次第に逼迫せざるを得ないが，そのような状況の中で賃金支
払いのために中央銀行からの準備金の引き出しが始まり加速すると，中央銀行
は免換停止に追い込まれるのを回避するためにも，与信制限を余儀なくされる。
そのため，極限にまで拡張されていた信用は一転して収縮し，利子率は急上昇
するO それが直接の契機となり，資金の極度の入手困難，商品の投げ売りと投
機の崩壊，そして商品価格の暴落，利潤率の下落と生産の縮小，大量の解雇と
貨幣賃金の切り下げ，といった一連の恐慌現象が発生するわけであるO しかし，
こうした恐慌も，それほど長期間にわたって続くわけではないであろう。比較
的短期間でそれは終息することになると思われる。また，そのことがその後の
8 中村氏は前掲論文で，「不況から好況への移行局面」は「対象外」だとし，その理由に，
マルクスや宇野氏の見解に代表される円、わば強固な通説」の存在を挙げている（中村
[1989], 44頁）。
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不況期の展開にも，多かれ少なかれ影響を与えるであろう。では，恐慌がこの
ように終息ないし沈静化するのはなぜだろうか。必ずしもそのことは自明の問
題であるとは言えないであろう。そこで以下，恐慌が終息する諸条件をまず整
理しておこう。
第 1に，恐慌期に商品価格が暴落するという事態は，利子率の急騰や銀行の
与信制限によって各資本家の資金繰りが悪化し，債務の支払いのために商品の
投げ売りを余儀なくされたために生じたのであった。それがまた，商品の投機
的在庫形成を崩壊させる結果にもなったのであるO したがって，恐慌期におけ
る撹乱過程で，資本家の債務が実際に弁済されたり債務者の破産で債務が事実
上，帳消しにされてしまえば，あらゆる犠牲を払ってでも債務支払いのために
支払い手段を入手しなければならない必要性は極度に低下し，投げ売りによる
商品の需給関係の悪化や物価の暴落にも，一応の歯止めが掛かると考えられる
のである。
第2に，好況末期から恐慌期にかけての中央銀行からの準備金流出傾向には，
以下の理由からやがて一定の歯止めが掛かかるのみならず，既に流出した準備
金も再度，中央銀行へ環流し始めることであるO
そもそも中央銀行から準備金が流出することになるのは，好況期における雇
用の拡大に加えて，好況末期における労働力制約の発生により貨幣賃金率が急
上昇する結果，銀行券やその他の信用貨幣では支払えない賃金支払いのための
金貨幣需要が大幅に増加するからである。これに反し，恐慌期の撹乱過程では，
失業の大量発生と貨幣賃金率の下落により，賃金支払いのための金貨幣需要は
大幅に減少することになる。また，その後の不況期における資本家間での生き
残りを掛けた激烈な競争過程では，それが雇用削減や貨幣賃金率の引き下げを
伴って進行する限り，中央銀行への準備金の環流傾向は持続するであろう。
その結果，中央銀行の準備金が潤沢となるのに対して，資本家の期待利潤率
は低下し，投資意欲の低下から資金需要も極度に乏しくなるため，好況末期か
ら恐慌期を通じて極度の逼迫状態にあった資金需給は，超緩慢状態へと転換す
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ることになるO またそれを反映して，利子率も低水準で推移するであろう。
さらに第3に，恐慌期の撹乱の結果として生産手段価格や貨幣賃金率の下落
が生じると，全ての生産部門の中で産金部門だけが例外的に生産コスト低下と
いう，恩恵を受け，利潤率が上昇することになる。なぜなら産金部門は，貨幣金
という特殊な生産物を生産する部門であるため，その生産活動は反景気循環的
な動きを示すからであるO つまり，貨幣という特殊な商品である金には価格が
ないため，その利潤は，生産される金の量からその生産に要した生産手段の価
格や賃金コスト分を差しヲlL、たものとならざるを得なL、。したがって恐慌期か
ら不況期にかけて物価水準が下がると，この部門だけは利潤増加や利潤率の上
昇という，恩恵に浴し，貨幣金の供給も増大するからであるO
その結果，産金部門での投資活動が活発化し生産規模も拡大するため，それ
が一方では，中央銀行による産金部門からの貨幣金の買い入れを通じその準備
金を補強する面があるだけでなく，他方では，恐慌期から不況期にかけて進行
する投資と生産の大幅な落ち込みに歯止めをかける重要な役割も果たすのであ
る。こうした純粋資本主義社会を前提とする閉鎖経済体系において産金部門が
果たす「需要の底支え」という役割は，開放経済体系において輸出部門が果た
す役割になぞらえて，「内面化」論的に解釈されたとしてもそれほど不当なこ
ととはいえないであろう 90
こうして以上で挙げた諸条件により，恐慌期の貨幣・金融的混乱や商品価格
の暴落には，一応の歯止めが掛かるものと考えられるO とはいえ恐慌が終息し
9 この点は，馬場氏の以下のような主張に学んでいる。「輸出増が不況底入れないし好況への
転換にさいして重要な役割を演ずることはしばしば見られるが，純粋資本主義の内部に外国貿
易をナマに持込むことはできなL、から，輸出増加が貿易収支の好転をもたらすことを手掛かり
として，それを金生産の増加として内面化すればいいのである」と（馬場［1978]110頁）。な
お同氏は，金生産部門の増加をこうした輸出増加に「内面化する」問題等は，「L、ずれも純
粋資本主義像のいわば限界にふれる問題となる」（同前）とされてし唱。問題は同氏が，この
「純粋資本主義像のいわば限界にふれるJということを，純粋資本主義論の枠内では処理でき
ない問題だとし寸意味で言われているのか，あるいはもっと別の意味なのかである。確かに外
国貿易をどのように処理すべきかは，閉鎖理論体系としての経済理論がつねに抱えるアキレス
臆の lつであろう。しかし，本稿では，馬場氏の方法論的な処理で問題はとりあえず解決され
たものと考えておきたい。
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ても，そのことは社会的再生産の縮小過程が底入れしたり景気が回復へ向かう
諸条件が準備されたことを必ずしも意味するわけではなL、。社会的再生産過程
はその後もかなりの期間にわたって停滞せざるをえなL、。しかし，その停滞の
原因がどこにあるのかは，今日でも理論的に十分な解明がなされているとは言
えなL、。そのことは，不況期論の解明に重要な貢献を行ってきた宇野氏の場合
についても，例外ではなL、。その論証には依然として問題が残されているので
ある。そこで以下，この問題に対する同氏の論証を，節を改めて検討しよう。
宇野不況期論の問題点
1 宇野氏の実質賃金率低下論とその問題
宇野氏は『恐慌論』で，「恐慌によって撹乱せられた社会的再生産過程の回
復は数年に亙る不況期における過剰資本の整理過程を通して準備せられる」と
述べると共に， 1825年， 36年， 47年， 57年という 4つの典型的恐慌後の不況で
は，それらが好況へ転換するのに，いずれも 4年ないし 6年という期間を要し
た事実に注目したO そして，このように不況期の停滞が長引く理由を，不況期
の過剰資本の整理が「資本家と労働者との新たな関係をっくりつつ行われる整
理」だからだとする 100 その場合の，「資本家と労働者の新たな関係」の形成と
は，好況末期から恐慌期にかけて出現する高水準の実質賃金コストを，再び安
定した利潤が資本家に保障される水準へと引き下げることを意味する。しかし，
恐慌後の社会的再生産過程の撹乱と資本蓄積の停滞によって，大量の失業者が
発生したり貨幣賃金率が切り下げられたりするだけでは，そもそもなぜ資本家
に再び十分な利潤が保障されることにはならないのだろうか。恐慌だけではそ
の条件がなぜ準備できないのかを解明することは，不況末期における「固定資
本の一般的更新Jこそが自律的な景気回復の内生的条件になる根拠を理解する
上でも不可欠の前提である。そこで，その点に関する宇野氏の説明を以下，順
10 宇野［1953], 135頁（⑤107頁）。
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次見ていこう。行論の過程で次第に明らかになるように，氏の説明は決して明
快とは言えないのである。
「原料その他の生産手段の価格の低落，賃金の下落，労働の強化と生産手段
の節約，貸付資本の利子率の低下は，なおそれ自身で資本の再生産過程を回復
せしめるものではなL、。生産物の価格自身も低落しているし，恐慌に爆発した
過剰資本の根本原因をなす資本家と労働者との関係は，かかる反動によって新
たなる関係に変革されるということはないからである」 1と。
この引用箇所は一見すると，恐慌期から不況期には労働力需給が緩和し貨幣
賃金率も低下するのに加えて，生産手段価格や利子率等が低下するという産業
資本家にとって有利な諸条件がたとえ準備されようとも，同時にこの時期には
製品価格も低下するため，必ずしも利潤率の回復が保障されることにはならな
いことを問題にしているようにも見えるO 不況期には，物価下落と貨幣賃金率
下落とが同時的に出現するため，利潤率が回復するといえるかどうかは分から
ないからである。そのことは，「原料品価格や賃金が下落したとしても製品の
価格自身が低落しているために，決して有利に経営するわけにはゆかない」 12
という数頁前の氏の文言からも推測される。それはちょうど，好況末期には物
価上昇と貨幣賃金率上昇が同時的に出現するために，その時期の利潤率の動向
を確定するのがかなり困難だったことと対応する問題である。
にもかかわらず，宇野氏は，実はそのことを不況期における主要な問題だと
は見なしていなかった。なぜなら，同氏は以下の引用文で示されるように，物
価下落よりも貨幣賃金率の低下の方がはるかに大きいことを断言しているから
である。
「それにしても賃金の切り下げだけは特別のものとして考慮されなければな
らなし、。勿論それも再生産過程の停滞によって生じたものであって，特に賃金
だけが低落するわけではないが， しかし他の商品と異なって需要が減少したか
11 宇野［1953], 139頁（⑤1IO頁）。
12 宇野［1953], 136頁（⑤108頁）。
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らといって供給を減ずるわけにはゆかないし，商品として販売しなL、からといっ
て労働者は生活しないわけにもゆかないので，その低落は特に激しく，長引く
ことにならざるを得な~＼。それは恰も好況期における騰貴に対応したものといっ
てよし、。」 13とO
ここでは宇野氏は，不況期には貨幣賃金率も一般商品の価格もどちらも下落
するとはいえ，一般の商品ならば需要の減少に応じて供給を減少できるため，
その下落には自ずから一定の限度があると考えているO それに対し資本の生産
物ではない労働力の場合は，その需要の減少にもかかわらず，供給を減少でき
ないというその商品の特殊性を前提にして，物価の下落に比べて貨幣賃金率
「の低落は特に激しく，長引くことにならざるを得なLリと主張したのである。
宇野氏のその論理に従えば，実質賃金率や実質賃金コストは当然に低下するこ
とにならざるを得ないであろう。その点で，同氏の労働力需給論的な実質賃金
率決定論の論理は，一貫しているO しかし，そのように宇野氏の見解を差し当
たり理解してよいとすると，そこには以下のような疑問が生じる。
かりに不況期に貨幣賃金率は勿論のこと，実質賃金率も大幅に下落するのだ
としたら，生産された付加価値の中の利潤として分配される部分は当然増大す
るはずであるから，他の条件を一定とすれば，利潤率も上昇するはずではない
かという疑問である。もしそうならば，それによって不況期からの回復も速や
かに達成されるはずであるO したがって，不況末期における生産方法の改善も，
不要であるようにも見える。しかし，それでは不況期論に対する最大の貢献と
見られてきた宇野氏の論理が大きな不整合を来すのは明らかであるO 宇野不況
期論の最大の問題点は，実はここにあったのである 140 それでは，宇野氏は一
体どのような論理によって，不況期の停滞を整合的に説こうとしていたのであ
ろうか。さらに，その点を追跡しよう。
13 宇野［1953], 139頁（⑤110頁）。傍点は引用者による。
14 馬場氏は，「不況による賃金切り下げと労働強化が賃金コストを十分に圧し下げてしま
えば剰余価値率が回復してしまうから，技術革新的合理化投資は不要にもなり兼ねない」
-76 ( 76 )-
2 不況期の商品過剰と固定資本の遊休論
以下の引用文に見る宇野氏の文言には，その実質賃金率低下論やそこからの
帰結に対し若干のジレンマを感じつつも，その論理の整合性を図ろうとした同
氏の苦心の跡が伺われる。
「資本の側では出来得る限り（賃金を）切下げて一ーその内には労働の強化
をも含むのであるが一一利潤率の低落を償う手段とするわけであるが， しかし
その切り下げによっても利潤率を回復せしめることは出来なL、資本は自らの
活動を停滞せしめられることによって，かかる切り下げもなし得るに過ぎない
からである。」 15とO
つまり，ここでは宇野氏は，利潤率の低下で社会的再生産過程が停滞してい
ることが実質賃金率引き下げのそもそもの原因なのだから，実質賃金率を引き
下げるだけでは利潤率は回復するはずがないと主張しているのであるO しかし，
この説明だけでは，同氏の主張が明らかになったとはとても言えなi＇。もう少
し立ち入った説明が不可欠であろう。これに関する同氏の答えに幾分なると考
えられるのは，以下の説明である。やや長いが，引用しておこう。
「恐慌による商品価格の低落は，好況期と反対に一切の投機的活動を終息せ
しめ，再生産過程は，恐慌による破産の後も縮小を続けるO 個々の資本は勿論
その縮小を一様に行うわけではなL'o好況期に価格の騰貴の大きかった産業に
おいては不況期により大なる縮小を強制せられることになるわけであるが，し
かし必ずしも縮小を容易に行いうるわけではなL、。寧ろ反対であるO ・・・そ
れは兎も角この不況期における縮小は，資本の抵抗力によって個々の産業，個々
と適切に批判している（［1978],111-2頁）。また，小幡道昭氏も，宇野説に対し同様の疑
問を提示している（小幡［1992］，頁）。これに対し宮津和敏氏は，「賃金の低下がなぜ利
潤率の増加に結びつかないかは， ・・・なお十分に明らかにされていない」と宇野説に
一応疑問を呈しつつも，「不況期に実質賃金率が低下するかどうかは，理論的にも実証的
にもなお検討を要する課題であろうJというに留めている。宮津氏は，「たとえ実質賃金
率が低下したとしても，不況期の停滞は容易に解消されないように思われる」とし（宮
津［2000]'34-5頁），固定資本の償却と補填の関係にむしろ本質的問題を求めるのである。
しかし，本稿でも検討するように，この主張は疑問である。
15 宇野［1953], 139-40頁（⑤110頁）。括弧内の補足は引用者による。
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の資本において種々異なるのであるo 」般的にいえばしかし再生産過程の停滞
と共に，遊休資本の増大によって利潤率は低下せざるを得なL、。比較的有利な
条件と大なる抵抗力とを有する資本にとっても，価格の低落は生産の縮小を余
儀なくせしめるのであるO 既に新たなる生産方法乃至生産方法の改善が技術的
に可能となっていたとしても，旧来の生産施設を犠牲にしてこれを採用すると
いうことは容易に出来なL、。また原料価格や賃金が低落したとしても製品の価
格自身が低落しているために，決して有利に経営するわけにはゆかず，むしろ
好況期に拡張せられた施設を出来得る限り利用するという程度に留まる。」 16と。
ここでは，商品需給の悪化による物価下落が，社会的再生産を縮小させ，そ
の結果として固定資本などの生産手段の遊休化を余儀なくし，利潤率を低下さ
せる点が強調される。また，それによって一度生じた「全面的な商品過剰」 17
は，商品価格の低下を通じる再生産過程の縮小を通じて，固定資本の過剰供給
能力を顕在化させ，遊休化させるという，商品過剰論的な論理が重視されるの
である 180 しかし，こうした宇野氏の説明には幾つかの疑問が残るO
まず第 1に，確かに宇野氏は，「恐慌期における商品の過剰は資本の過剰の
一面に過ぎないのであって，商品の過剰から資本の過剰が生じたのではな
しリ 19という文言からも明らかなように，商品需給の悪化ないし商品過剰を，
資本の労働力に対する過剰蓄積の結果だと理解していることに疑問の余地はな
~ 、。また，不況期には商品需給悪化や物価下落が生じるという同氏の認識自身
も，何ら誤ってはいないであろう。にもかかわらずそれは，一般商品の場合な
らば不況期の需要の減少に対して供給の調整が円滑に行われるという，宇野氏
が労働力の特殊性と対比しつつ強調して止まなかったもう一方の認識とは，明
らかな組離を来している。同氏の従来の主張では，そもそも価格メカニズムが
機能する限り，商品の供給過剰も物価下落も速やかに解消され，基本的にそれ
16 宇野［1953]' 136頁（⑤107-8頁）。
17 宇野［1953], 130頁（⑤102頁）。
18 中村［1989],50頁。
19 宇野［1953]. 130頁（⑤102頁）。
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らが利潤率低下の原因にはならないはずである。しかも，同じ論理は，好況期
における商品の供給に対する需要超過や持続的物価上昇を否定する論理として
用いられており，同氏の基本的認識に発している。もし以上のような同氏の論
理不整合を是正しようとすれば，不況期のような短期間には商品の供給過剰や
物価の持続的下落を認めざるを得ないことになるO また，そうした論理の不整
合という問題はかりに別としても，そもそも不況期には固定資本の過剰生産能
力が存在する以上，商品の需要が減少したからといって，その過剰生産能力を
廃棄しない限り供給量を減らすことは困難である。したがって，物価の持続的
下落も多かれ少なかれ避けられないのである九
もっとも，これに対しては，稼働率の引き下げによる供給削減は可能だとの
反論もあり得るかもしれなL、。しかし，稼働率の増減による供給量の調節は，
多かれ少なかれ価格支配力を持つ寡占資本ないしは独占資本を前提とした「数
量調節」的需給調整であるO それに対して競争的資本の場合には，供給量の調
節が価格変動を通じて行われる「価格調節」的需給調整にならざるを得ない九
競争的資本の場合には，たとえ一部の資本が固定資本の稼働率を下げ供給量を
制限したにせよ，その資本の犠牲の上で他の資本が供給増加による売り上げ増
加で利益を得るに過ぎず，稼働率の増減による需給調整は無意味だからであるO
またそもそも，社会的な需要の減少を前提する限り，完全稼働にせよ，稼働率
20 この点で中村氏が，「価値法則の作用を強く考えて物価下落には否定的な立場をとって
いる」（日989],53頁。 54-5頁注8も参照）と述べているのには，同意できない。
21 こうした「数量調整」と「価格調整」という 2つの需給調整様式の区別は，別の機会
にも触れたように，滝田和夫氏［1977］や由井敏範氏［1980］の研究に負うものである。
実際には， 2つの需給調整様式の相違がしばしば暖昧にされている場合が少なくない。
例えば，田中英明氏は，「個々の資本の短期的な行動様式としては，つねに〈生産能力いっ
ぱいまで〉，あるいはく正常〉な稼働水準での操業がなされているとするよりも，一般
的には流動資本投資によって生産量を増大させる余地と動機をもつものの，意図した在
庫水準を保つために稼働率を通じて生産量を調節面をも有するものとして抽象されよう。
また稼働率の水準には，景気循環の具体的な条件をみなければ想定しえない側面もある
ように思われる」（田中［1995]'16頁）と述べている。競争的資本と寡占的資本における
それぞれの行動様式の相違が， もっと考慮されるべきであろう。本稿のような競争的資
本の行動様式を前提とする経済の原理では，「価格調整」の論理で一貫させ，「数量調整」
は意識的に排除している。
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が低下しているにせよ，固定資本が過剰生産能力化している事実に変わりがな
いのは，置塩氏の指摘する通りである九
また，以上の疑問に関連して第2に，この時期に固定資本が過剰生産能力化
する根本原因は何かという疑問もある。勿論，その直接の原因は，恐慌後の投
資需要や消費需要が落ち込み，商品需給が過剰となるためであるO しかしなが
ら，そもそも商品の供給過剰から価格は低下しても，貨幣賃金率の低下がそれ
以上に大幅に低下し実質賃金率も低下するという宇野氏の先の主張にしたがう
限り，利潤率は低下せず，むしろ上昇するはずであった。それならば期待利潤
率も上昇し，投資需要や消費需要も回復するであろうから，商品の供給過剰状
態や固定資本の過剰生産能力も解消へ向かうはずである。ところが，そうはな
らず，現実には利潤率の停滞は長引き，商品の供給過剰も容易に解消できない
としたら，それは商品の供給過剰や固定資本の過剰それ自身に本来の問題があっ
たわけではない九むしろ，貨幣賃金率が商品価格の低下を大幅に上回って低
下するため実質賃金率が低下するという宇野氏の主張とは異なり，実質賃金率
は低下せず利潤率を圧迫しているからではないだろうか。したがって宇野氏の
主張には，実質賃金率や実質賃金コストの決定に関し問題が残されていたこと
になろう。以下，その問題の再検討を併せて行いつつ，不況期の利潤率の低下
や再生産過程が縮小せざるを得ない根拠へとさらに考察を進めて行こう。
22 置塩［1976], 182頁。
23 不況期停滞の根本原因を，伊藤誠氏は消費手段や生産手段の需要減少に対する固定資
本の過剰生産能力に求め（伊藤［1989]202頁），宮津氏は「需要の停滞が固定資本の補填
を妨げている」ことに求める（宮津［2000]'35頁）が，両氏とも不況期における社会的需
要の減少をあたかも与件であるかのように説かれる点は疑問である。
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